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３月の行事予定

10㈭　第9回総務委員会 18:00　法人会事務局

11㈮　第6回委員長部会長会議 18:00　法人会事務局

16㈬　青年部会全体会議 18:30　尾山台周辺

17㈭　★決算法人説明会 13:30　玉川区民会館

18㈮　正副会長会議・会館建設委員会 15:00　法人会事務局

　　　理事会 18:00　玉川区民会館

20㈰　　【たまでんBOARD４月号原稿締切】

24㈭　第1支部役員会 18:00　㈱井上香料製造所

25㈮　広報委員会 17:30　法人会事務局

２月・３月の行事予定は１月25日現在のものです

★印は一般の方も参加できる行事です

お問い合わせは下記の玉川法人会事務局まで

２月の行事予定

３㈬　★決算法人説明会 13:30　玉川区民会館

５㈮　第4支部新年懇親会 18:30　南国飯店

９㈫　第9支部ボウリング大会 17:45　世田谷オークラボウル

　　　第9支部懇談会 19:30　シュクランキッチン

10㈬　第6支部新年会 18:30　ヴェルデスパ

11㈭　第4支部東京ﾄﾞｲﾂ村ほか見学会 08:45　東京ﾄﾞｲﾂ村ほか

12㈮　源泉部会役員会 14:00　玉川区民会館

　　　★源泉部会研修会 15:00　玉川区民会館

15㈪　組織委員会 18:00　法人会事務局

　　　青年部会SKT連絡会議・交流会 17:30　BAR&GRILL REBECCA

　　　組織委員会 18:00　法人会事務局

17㈬　★第1･2･3支部合同地域税務研修会 18:00　野村證券自由が丘支店

　　　第3支部意見交換会 20:00　Chinese Restaurant爆香房

18㈭　★新設法人説明会 13:30　玉川区民会館

　　　★第11支部話し方教室 18:00　丸山工務店

19㈮　青年部会全体会議 18:30　奥沢周辺

20㈯　　【たまでんBOARD３月号原稿締切】

25㈭　広報委員会 17:30　法人会事務局

平成28年２月１日  発行

『たまでんBOARD』は、エコマーク認定の再生紙を使用しています。
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新春記念講演会で講師の津村禮次郎先生
（平成 28 年 1月 20 日　セルリアンタワー東急ホテルにて）
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日
　
時
…
11
月
27
日
㈮
　
18
時
30
分
〜

場
　
所
…
玉
川
区
民
会
館

　
　
　
　
４
階
　
集
会
室

出
席
者
…
19
名

　
11
月
27
日（
金
）
18
時
30
分
よ
り
玉
川

区
民
会
館
4
階
に
て
、
第
４
支
部
の
税

務
研
修
会
を
開
催
い
た
し
ま
し
た
。
今

回
の
研
修
会
は
世
田
谷
区
役
所
か
ら
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
準
備
室
の
加
野
係
長
と
税

務
署
か
ら
木
村
審
理
担
当
上
席
の
お
二

人
に
講
師
を
お
願
い
し
、「
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
に
つ
い
て
」
の
講
義
を
お
願
い
し

ま
し
た
。
前
半
の
18
時
35
分
か
ら
40
分

間
、
世
田
谷
区
役
所
の
加
野
係
長
か
ら
、

後
半
の
19
時
15
分
か
ら
木
村
上
席
に
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
基
本
を
説
明
し
て

い
た
だ
き
、
平
成
28
年
1
月
か
ら
社
会

保
障
や
税
の
行
政
手
続
き
で
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
が
必
要
に
な
る
と
い
う
仕
組
み
の

講
義
を
行
っ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　
そ
の
後
、
質
疑
応
答
を
行
い
ま
し
た
。

一
部
の
方
に
は
ま
だ
通
知
が
届
い
て
い

な
い
中
で
の
講
義
で
し
た
の
で
、
ま
だ

ま
だ
理
解
が
不
十
分
な
様
子
で
「
も
う

少
し
勉
強
し
な
け
れ
ば
」
と
い
う
意
見

も
多
く
聞
か
れ
ま
し
た
。

税
務
研
修
会

第
4
支
部

日
　
時
…
11
月
26
日
㈭
　
18
時
〜
20
時

場
　
所
…
玉
川
区
民
会
館

　
　
　
　
４
階
　
集
会
室

出
席
者
…
47
名

１
会
長
よ
り
業
務
遂
行
状
況
の
報
告

２
税
務
署
長
挨
拶

３
報
告
事
項

　
⑴
法
人
会
事
業
報
告

　
⑵
常
設
委
員
会
、
支
部
・
部
会
報
告

　
⑶
総
務
委
員
会
報
告

　
⑷
組
織
委
員
会
報
告

　
⑸
広
報
委
員
会
報
告

　
⑹
厚
生
委
員
会
報
告

　
⑺
社
会
貢
献
委
員
会
報
告

　
⑻
公
益
事
業
推
進
委
員
会
報
告

　
⑼
そ
の
他

４
審
議
事
項

　
⑴
長
期
会
費
滞
納
会
員
に
つ
い
て

　
⑵
委
員
会
委
員
の
変
更
に
つ
い
て

　
⑶
平
成
28
年
度
事
業
予
算
に
つ
い
て

理
事
会
・
委
員
会
・
支
部 

活
動
報
告

第
４
回
　
理
事
会

阿部会長挨拶 ご挨拶の宮下法人第一統括官

理事会の様子

講師の玉川税務署　木村上席講師の世田谷区役所　加野係長税務研修会の様子
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玉
川
法
人
会
ゴ
ル
フ
同
好
会
は
、
ゴ

ル
フ
を
通
じ
て
各
企
業
間
の
情
報
交
換

や
親
睦
の
場
と
し
て
こ
れ
か
ら
も
実
施

し
て
い
き
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。
女

性
メ
ン
バ
ー
も
た
く
さ
ん
い
ま
す
。

　
ゴ
ル
フ
コ
ン
ペ
で
は
豪
華
賞
品
を
用

意
し
て
い
ま
す
の
で
、
是
非
皆
さ
ま
参

加
し
て
く
だ
さ
い
。

（
代
表
幹
事
　

　
鈴
木
準
之
助
）

ゴ
ル
フ
同
好
会

　
ボ
ウ
リ
ン
グ
同
行
会
は
、
毎
月
1
回

第
3
週
か
4
週
に
、
高
津
の
ラ
ウ
ン
ド

ワ
ン
で
練
習
会
を
や
っ
て
い
ま
す
。
毎

回
5
、
6
人
と
小
人
数
で
す
が
初
級
か

ら
中
級
者
が
主
体
の
ア
ッ
ト
ホ
ー
ム
な

感
じ
の
会
で
す
。
近
く
を
通
り
か
か
っ

た
、
急
に
ボ
ー
ル
を
放
り
た
く
な
っ
た
、

軽
く
運
動
を
し
た
く
な
っ
た
、
ゴ
ル
フ

以
外
に
何
か
ス
ポ
ー
ツ
を
し
た
い
、
つ

い
で
に
一
杯
や
り
た
い
、
な
ど
な
ど
、

気
が
向
い
た
ら
ど
う
ぞ
！
当
日
で
も

（
代
表
幹
事
　
上
平
　
亮
）

ボ
ウ
リ
ン
グ
同
好
会

Let's bow
l!

C
om

e on together!

　
玉
川
法
人
会
カ
ラ
オ
ケ
同
好
会
は
、

平
成
14
年
２
月
に
発
足
し
て
本
年
で
丸

14
年
を
経
過
し
ま
し
た
。

　
腹
の
底
か
ら
声
を
出
す
の
は
健
康
に

も
大
変
よ
い
よ
う
で
す
。

　
現
在
、
同
好
会
加
入
メ
ン
バ
ー
は
約

30
名
で
す
が
、
メ
ン
バ
ー
の
皆
様
は

益
々
元
気
に
ハ
リ
キ
ッ
テ
お
り
ま
す
。

　
若
い
人
、
お
歳
の
人
、
ま
た
男
性
、

女
性
を
問
い
ま
せ
ん
。
ぜ
ひ
、
こ
の
機

会
に
「
カ
ラ
オ
ケ
同
好
会
」
に
一
度
足

を
運
ん
で
み
て
下
さ
い
。

（
代
表
幹
事
　
桑
島
常
之
）

歌
は
心
身
の
リ
フ
レ
ッ
シ
ュ

に
は
す
ご
く
い
い
!!

ゴ
ル
フ
同
好
会
よ
り

カ
ラ
オ
ケ
同
好
会

◎ご希望の方は、下記の代表幹事にお問い合わせ下さい。

　・ワイン研究同好会　　猿渡　昌枝　㈱サイトウ　　　　　　　　　　℡ 5799ー9829

　・釣り同好会　　　　　中山　豪夫　㈱アイ・エス・ディ　　　　　　℡ 3702ー5938

　・ゴルフ同好会　　　　鈴木準之助　㈱鈴浅　　　　　　　　　　　　℡ 3709ー1965

　・カラオケ同好会　　　桑島　常之　旭理化㈱　　　　　　　　　　　℡ 3700ー0327

　・ボウリング同好会　　上平　　亮　ジーコン・インターナショナル㈲　　℡ 3415ー8012

同好会のお問い合わせ先 参加して
みませんか
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法
人
会
の「
平
成
2８
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
」が
、9
月
１６
日
の
公
益
財
団
法
人 

全
国
法
人
会
総

連
合（
以
下「
全
法
連｣

）の
理
事
会
で
ま
と
ま
っ
た
。

同
提
言
は
、会
員
企
業
か
ら
の
要
望
意
見
、税
制
改
正
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
な
ど
を
も
と
に
取
り
ま
と
め

ら
れ
た
も
の
で
、｢

税
・
財
制
改
革
の
あ
り
方｣

「
経
済
活
性
化
と
中
小
企
業
対
策
」「
地
方
の
あ
り
方
」｢

震
災

復
興｣

な
ど
か
ら
な
っ
て
い
る
。

全
法
連
で
は
、全
国
８２
万
会
員
の
声
と
し
て
、財
務
省
、総
務
省
、中
小
企
業
庁
、自
民
党
、公
明
党
お
よ
び

国
会
議
員
な
ど
に
対
し
て
実
現
を
求
め
て
要
望
活
動
を
行
っ
て
い
る
。

さ
ら
に
、全
国
41
都
道
県
連
お
よ
び
4
4
１
単
位
会
で
も
、地
元
選
出
の
国
会
議
員
、地
方
自
治
体
の
首

長
、議
長
あ
て
広
汎
な
要
望
活
動
を
行
っ
て
い
る
。提
言（
要
約
）は
次
の
と
お
り
。

１
．財
政
健
全
化
に
向
け
て

○
財
政
健
全
化
は
歳
出
、歳
入
の一

体
的
改
革
に
よ
っ
て
進
め
る
こ
と

が
重
要
で
あ
る
。歳
入
で
は
安
易
に

税
の
自
然
増
収
を
前
提
と
す
る
こ

と
な
く
、ま
た
歳
出
は
聖
域
を
設
け

ず
具
体
的
削
減
の
方
策
と
工
程
表

を
明
示
し
着
実
に
実
行
す
べ
き
で

あ
る
。

○
消
費
税
率
１０
％
へ
の
引
き
上
げ

に
当
た
っ
て
は
、経
済
へ
の
負
荷
を

和
ら
げ
る
財
政
措
置
も
必
要
で
あ

る
が
、そ
れ
が
財
政
健
全
化
の
阻

害
要
因
と
な
ら
な
い
よ
う
十
分
注

意
す
べ
き
で
あ
る
。

○
国
債
の
信
認
が
揺
ら
い
だ
場
合
、

金
利
の
急
上
昇
な
ど
金
融
資
本
市

場
に
多
大
な
影
響
を
与
え
、成
長

を
も
左
右
す
る
と
考
え
ら
れ
る
。市

場
の
動
向
を
踏
ま
え
た
細
心
の
財

政
運
営
が
求
め
ら
れ
る
。

２
．社
会
保
障
制
度
に
対
す
る
基
本
的

考
え
方

○
持
続
可
能
な
社
会
保
障
制
度
を

構
築
す
る
に
は
、適
正
な「
負
担
」を

確
保
す
る
と
と
も
に「
給
付
」を「
重

点
化
・
効
率
化
」に
よ
っ
て
可
能
な

限
り
抑
制
す
る
こ
と
で
あ
る
。

○
社
会
保
障
の
あ
り
方
で
は「
自

助
」「
公
助
」「
共
助
」の
役
割
と
範
囲

を
改
め
て
見
直
す
こ
と
も
重
要
で

あ
る
。医
療
費・介
護
費
の
抑
制
に

つ
な
が
る
客
観
的
な
デ
ー
タ
分
析

に
基
づ
く
実
効
性
あ
る
取
り
組
み

が
求
め
ら
れ
る
。

３
．行
政
改
革
の
徹
底

○
消
費
税
率
１０
％
へ
の
引
き
上
げ

は
、２
０
１
７
年
４
月
に
確
実
に
実

施
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。こ
れ
は

財
政
健
全
化
と
社
会
保
障
の
安
定

財
源
確
保
に
と
っ
て
不
可
欠
だ
が
、

そ
の
前
提
に「
行
革
の
徹
底
」が

あ
っ
た
こ
と
を
改
め
て
想
起
す
べ
き

で
あ
る
。

○
消
費
税
引
き
上
げ
は
国
民
に
痛

み
を
求
め
る
こ
と
に
変
わ
り
は
な

く
、そ
の
理
解
を
得
る
に
は
地
方
を

含
め
た
政
府
・
議
会
が「
ま
ず
隗
よ

り
始
め
よ
」の
精
神
に
基
づ
き
自
ら

身
を
削
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
．消
費
税
引
き
上
げ
に
伴
う
対
応

措
置

○
消
費
税
率
１０
％
へ
の
引
き
上
げ

に
あ
た
っ
て
は
、行
政
改
革
の
徹
底
、

歳
出
の
見
直
し
に
本
腰
を
入
れ
る

だ
け
で
な
く
、景
気
動
向
も
十
分
注

視
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
軽
減
税
率
は
事
業
者
の
事
務
負

担
、税
制
の
簡
素
化
、税
務
執
行
コ

ス
ト
お
よ
び
税
収
確
保
な
ど
の
観

点
か
ら
問
題
が
多
く
、当
面（ 

税
率

１０
％
程
度
ま
で
は 

）は
単一税
率
が

望
ま
し
い
。ま
た
、イ
ン
ボ
イ
ス
に

つ
い
て
は
、単
一
税
率
で
あ
れ
ば
現

行
の「
請
求
書
等
保
存
方
式
」で
十

分
対
応
で
き
る
も
の
と
考
え
る
の

で
、導
入
の
必
要
は
な
い
。

○
低
所
得
者
対
策
は
現
行
の「
簡

素
な
給
付
措
置
」の
見
直
し
で
対
応

す
る
の
が
適
当
で
あ
る
。

○
現
在
施
行
さ
れ
て
い
る「
消
費
税

転
嫁
対
策
特
別
措
置
法
」の
効
果

等
を
検
証
し
、中
小
企
業
が
適
正

に
価
格
転
嫁
で
き
る
よ
う
、さ
ら
に

実
効
性
の
高
い
対
策
を
と
る
べ
き

で
あ
る
。

５
．マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
に
つ
い
て
　

○
国
は
、制
度
の
仕
組
み
な
ど
に
つ

い
て
周
知
に
努
め
、定
着
に
向
け
て

取
り
組
ん
で
い
く
必
要
が
あ
る
。

ま
た
、マ
イ
ナ
ン
バ
ー
運
用
に
当

た
っ
て
は
、個
人
情
報
の
漏
洩
、第

三
者
の
悪
用
を
防
ぐ
た
め
の
プ
ラ

イ
バ
シ
ー
保
護
が
十
分
に
担
保
さ

れ
る
措
置
を
講
じ
る
こ
と
が
重
要

で
あ
る
。

○
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
に
よ
る
国
民
の

利
便
性
を
高
め
る
た
め
に
も
、ｅ‒

Ｔ
ａ
ｘ
や
ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
を
利
用
し
た

場
合
の
申
告
納
税
手
続
き
の
簡
素

化
や
各
種
手
当
等
の
申
請
手
続
き

の
簡
略
化
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。同

時
に
、シ
ス
テ
ム
構
築
面
な
ど
で
行

政
側
の
コ
ス
ト
意
識
の
徹
底
も
求

め
て
お
き
た
い
。

６
．今
後
の
税
制
改
革
の
あ
り
方

○
今
後
の
税
制
改
革
に
当
た
っ
て

は
、①
経
済
の
持
続
的
成
長
と
雇

用
の
創
出
②
少
子
高
齢
化
や
人
口

減
少
社
会
の
急
進
展
③
グ
ロ
ー
バ

ル
競
争
と
そ
れ
が
も
た
ら
す
所
得

格
差
な
ど
、経
済
社
会
の
大
き
な
構

造
変
化
④
国
際
間
の
経
済
取
引
の

増
大
や
多
様
化
、諸
外
国
の
租
税

政
策
等
と
の
国
際
的
整
合
性―

―

な
ど
に
ど
う
対
応
す
る
か
と
い
う

視
点
等
を
踏
ま
え
、税
制
全
体
を

抜
本
的
に
見
直
し
て
い
く
こ
と
が

重
要
な
課
題
で
あ
る
。

１
．法
人
実
効
税
率
２０
％
台
の
早
期
実
現

○
ア
ジ
ア
や
欧
州
各
国
と
の
税
率

格
差
は
依
然
と
し
て
残
っ
て
い
る

う
え
、社
会
保
険
料
を
含
め
た
企

業
負
担
は
年
々
高
ま
っ
て
お
り
、国

際
競
争
力
や
外
国
資
本
の
対
日
投

資
面
な
ど
で
懸
念
が
指
摘
さ
れ
て

い
る
。こ
う
し
た
観
点
か
ら
、法
人

の
税
負
担
は
地
方
税
を
含
め
て
軽

減
す
る
必
要
が
あ
り
、「
２０
％
台
」

は
早
期
に
実
現
す
べ
き
で
あ
る
。

○
税
率
引
き
下
げ
の
代
替
財
源
に

つ
い
て
は
、財
政
健
全
化
目
標
と

の
関
係
な
ど
も
踏
ま
え
れ
ば
、引

き
続
き
恒
久
財
源
の
確
保
を
原
則

と
す
べ
き
で
、具
体
的
財
源
は
税

制
全
般
の
改
革
の
中
で
検
討
さ
れ

る
の
が
望
ま
し
い
。

２
．中
小
企
業
の
活
性
化
に
資
す
る
税

制
措
置

○
中
小
法
人
に
適
用
さ
れ
る
軽
減

税
率
の
特
例
１５
％
を
時
限
措
置
で

は
な
く
、本
則
化
す
る
。ま
た
、昭

和
５６
年
以
来
、８
０
０
万
円
以
下

に
据
え
置
か
れ
て
い
る
軽
減
税
率

の
適
用
所
得
金
額
を
、少
な
く
と

も
１
，６
０
０
万
円
程
度
に
引
き

上
げ
る
。

○
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
に
つ

い
て
は
、対
象
設
備
を
拡
充
し
た

う
え
、「
中
古
設
備
」を
含
め
る
。

○
少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得

価
額
の
損
金
算
入
の
特
例
に
つ
い

て
は
、損
金
算
入
額
の
上
限（
合
計

３
０
０
万
円
）を
撤
廃
す
る
。

３
．事
業
承
継
税
制
の
拡
充

○
我
が
国
企
業
の
大
半
を
占
め
る

中
小
企
業
は
、地
域
経
済
の
活
性

化
や
雇
用
の
確
保
な
ど
に
大
き
く

貢
献
し
て
お
り
、経
済
社
会
を
支

え
る
基
盤
と
も
い
え
る
存
在
で
あ

る
。そ
の
中
小
企
業
が
相
続
税
の

負
担
等
に
よ
り
事
業
が
継
承
で
き

な
く
な
れ
ば
、我
が
国
経
済
社
会

の
根
幹
が
揺
ら
ぐ
こ
と
に
な
る
。

○
平
成
２７
年
１
月
か
ら
納
税
猶
予

制
度
が
改
正
さ
れ
、要
件
緩
和
や

手
続
き
の
簡
素
化
な
ど
大
幅
な
見

直
し
が
行
わ
れ
た
が
、事
業
承
継

を
円
滑
に
行
う
に
は
ま
だ
不
十
分

で
あ
り
、更
な
る
要
件
緩
和
と
充

実
、事
業
用
資
産
を
一
般
資
産
と
切

り
離
し
た
本
格
的
な
事
業
承
継
税

制
の
創
設
が
必
要
で
あ
る
。

○
地
方
分
権
の
必
要
性
は
、国・地

方
の
財
政
や
行
政
の
効
率
化
を
図

る
だ
け
で
な
く
、地
方
活
性
化
と

い
う
観
点
か
ら
も
強
調
さ
れ
て
き

た
。そ
し
て
そ
の
基
本
理
念
が
地

方
の
自
立・自
助
に
あ
る
こ
と
も
指

摘
さ
れ
て
き
た
。政
府
が
進
め
る

地
方
創
生
で
も
こ
の
基
本
理
念
を

十
分
に
認
識
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
我
が
国
の
財
政
を
健
全
化
す
る

た
め
に
は
、国
だ
け
で
な
く
地
方

の
財
政
規
律
の
確
立
も
欠
か
せ
な

い
。地
方
交
付
税
改
革
を
さ
ら
に

進
め
、地
方
行
政
に
必
要
な
安
定

財
源
の
確
保
や
行
政
改
革
に
つ
い

て
も
、自
ら
の
責
任
で
企
画
・
立
案

し
実
行
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で

あ
る
。

○
今
年
は
５
年
間
の
集
中
復
興
期

間
の
最
終
年
と
な
る
が
、被
災
地

の
復
興
、産
業
の
進
展
は
い
ま
だ
道

半
ば
で
あ
る
。今
後
の
復
興
事
業

に
当
た
っ
て
は
こ
れ
ま
で
の
効
果
を

十
分
に
検
証
し
、予
算
を
適
正
か
つ

迅
速
に
執
行
す
る
と
と
も
に
、原

発
事
故
へ
の
対
応
を
含
め
て
引
き

続
き
適
切
な
支
援
を
行
う
必
要
が

あ
る
。ま
た
、被
災
地
に
お
け
る
企

業
の
定
着
、雇
用
確
保
を
図
る
観

点
な
ど
か
ら
、実
効
性
の
あ
る
措

置
を
講
じ
る
よ
う
求
め
る
。

―
―
 

東
京
法
人
会
連
合
会 ―

―

　
提
言
の
全
文
は
「
全
法
連
ホ
ー
ム
ペ
ー

　
ジ
」
で
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。

　http://w
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税・財
政
改
革
の
あ
り
方

Ⅰ

経
済
活
性
化
と
中
小
企
業
対
策

Ⅱ

地
方
の
あ
り
方

Ⅲ

震
災
復
興

Ⅳ

法
人
実
効
税
率
２０
％
台
の
早
期
実
現
と 

中
小
企
業
の
活
性
化
に
資
す
る

税
制
措
置
を
強
く
求
め
る
！

法
人
会
の「
平
成
2８
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
」
ま
と
ま
る

法
人
会
の「
平
成
2８
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
」が
、9
月
１６
日
の
公
益
財
団
法
人 

全
国
法
人
会
総

連
合（
以
下「
全
法
連｣

）の
理
事
会
で
ま
と
ま
っ
た
。

同
提
言
は
、会
員
企
業
か
ら
の
要
望
意
見
、税
制
改
正
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
な
ど
を
も
と
に
取
り
ま
と
め

ら
れ
た
も
の
で
、｢

税
・
財
制
改
革
の
あ
り
方｣

「
経
済
活
性
化
と
中
小
企
業
対
策
」「
地
方
の
あ
り
方
」｢

震
災

復
興｣

な
ど
か
ら
な
っ
て
い
る
。

全
法
連
で
は
、全
国
８２
万
会
員
の
声
と
し
て
、財
務
省
、総
務
省
、中
小
企
業
庁
、自
民
党
、公
明
党
お
よ
び

国
会
議
員
な
ど
に
対
し
て
実
現
を
求
め
て
要
望
活
動
を
行
っ
て
い
る
。

さ
ら
に
、全
国
41
都
道
県
連
お
よ
び
4
4
１
単
位
会
で
も
、地
元
選
出
の
国
会
議
員
、地
方
自
治
体
の
首

長
、議
長
あ
て
広
汎
な
要
望
活
動
を
行
っ
て
い
る
。提
言（
要
約
）は
次
の
と
お
り
。

１
．財
政
健
全
化
に
向
け
て

○
財
政
健
全
化
は
歳
出
、歳
入
の一

体
的
改
革
に
よ
っ
て
進
め
る
こ
と

が
重
要
で
あ
る
。歳
入
で
は
安
易
に

税
の
自
然
増
収
を
前
提
と
す
る
こ

と
な
く
、ま
た
歳
出
は
聖
域
を
設
け

ず
具
体
的
削
減
の
方
策
と
工
程
表

を
明
示
し
着
実
に
実
行
す
べ
き
で

あ
る
。

○
消
費
税
率
１０
％
へ
の
引
き
上
げ

に
当
た
っ
て
は
、経
済
へ
の
負
荷
を

和
ら
げ
る
財
政
措
置
も
必
要
で
あ

る
が
、そ
れ
が
財
政
健
全
化
の
阻

害
要
因
と
な
ら
な
い
よ
う
十
分
注

意
す
べ
き
で
あ
る
。

○
国
債
の
信
認
が
揺
ら
い
だ
場
合
、

金
利
の
急
上
昇
な
ど
金
融
資
本
市

場
に
多
大
な
影
響
を
与
え
、成
長

を
も
左
右
す
る
と
考
え
ら
れ
る
。市

場
の
動
向
を
踏
ま
え
た
細
心
の
財

政
運
営
が
求
め
ら
れ
る
。

２
．社
会
保
障
制
度
に
対
す
る
基
本
的

考
え
方

○
持
続
可
能
な
社
会
保
障
制
度
を

構
築
す
る
に
は
、適
正
な「
負
担
」を

確
保
す
る
と
と
も
に「
給
付
」を「
重

点
化
・
効
率
化
」に
よ
っ
て
可
能
な

限
り
抑
制
す
る
こ
と
で
あ
る
。

○
社
会
保
障
の
あ
り
方
で
は「
自

助
」「
公
助
」「
共
助
」の
役
割
と
範
囲

を
改
め
て
見
直
す
こ
と
も
重
要
で

あ
る
。医
療
費・介
護
費
の
抑
制
に

つ
な
が
る
客
観
的
な
デ
ー
タ
分
析

に
基
づ
く
実
効
性
あ
る
取
り
組
み

が
求
め
ら
れ
る
。

３
．行
政
改
革
の
徹
底

○
消
費
税
率
１０
％
へ
の
引
き
上
げ

は
、２
０
１
７
年
４
月
に
確
実
に
実

施
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。こ
れ
は

財
政
健
全
化
と
社
会
保
障
の
安
定

財
源
確
保
に
と
っ
て
不
可
欠
だ
が
、

そ
の
前
提
に「
行
革
の
徹
底
」が

あ
っ
た
こ
と
を
改
め
て
想
起
す
べ
き

で
あ
る
。

○
消
費
税
引
き
上
げ
は
国
民
に
痛

み
を
求
め
る
こ
と
に
変
わ
り
は
な

く
、そ
の
理
解
を
得
る
に
は
地
方
を

含
め
た
政
府
・
議
会
が「
ま
ず
隗
よ

り
始
め
よ
」の
精
神
に
基
づ
き
自
ら

身
を
削
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
．消
費
税
引
き
上
げ
に
伴
う
対
応

措
置

○
消
費
税
率
１０
％
へ
の
引
き
上
げ

に
あ
た
っ
て
は
、行
政
改
革
の
徹
底
、

歳
出
の
見
直
し
に
本
腰
を
入
れ
る

だ
け
で
な
く
、景
気
動
向
も
十
分
注

視
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
軽
減
税
率
は
事
業
者
の
事
務
負

担
、税
制
の
簡
素
化
、税
務
執
行
コ

ス
ト
お
よ
び
税
収
確
保
な
ど
の
観

点
か
ら
問
題
が
多
く
、当
面（ 

税
率

１０
％
程
度
ま
で
は 

）は
単一税
率
が

望
ま
し
い
。ま
た
、イ
ン
ボ
イ
ス
に

つ
い
て
は
、単
一
税
率
で
あ
れ
ば
現

行
の「
請
求
書
等
保
存
方
式
」で
十

分
対
応
で
き
る
も
の
と
考
え
る
の

で
、導
入
の
必
要
は
な
い
。

○
低
所
得
者
対
策
は
現
行
の「
簡

素
な
給
付
措
置
」の
見
直
し
で
対
応

す
る
の
が
適
当
で
あ
る
。

○
現
在
施
行
さ
れ
て
い
る「
消
費
税

転
嫁
対
策
特
別
措
置
法
」の
効
果

等
を
検
証
し
、中
小
企
業
が
適
正

に
価
格
転
嫁
で
き
る
よ
う
、さ
ら
に

実
効
性
の
高
い
対
策
を
と
る
べ
き

で
あ
る
。

５
．マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
に
つ
い
て
　

○
国
は
、制
度
の
仕
組
み
な
ど
に
つ

い
て
周
知
に
努
め
、定
着
に
向
け
て

取
り
組
ん
で
い
く
必
要
が
あ
る
。

ま
た
、マ
イ
ナ
ン
バ
ー
運
用
に
当

た
っ
て
は
、個
人
情
報
の
漏
洩
、第

三
者
の
悪
用
を
防
ぐ
た
め
の
プ
ラ

イ
バ
シ
ー
保
護
が
十
分
に
担
保
さ

れ
る
措
置
を
講
じ
る
こ
と
が
重
要

で
あ
る
。

○
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
に
よ
る
国
民
の

利
便
性
を
高
め
る
た
め
に
も
、ｅ‒

Ｔ
ａ
ｘ
や
ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
を
利
用
し
た

場
合
の
申
告
納
税
手
続
き
の
簡
素

化
や
各
種
手
当
等
の
申
請
手
続
き

の
簡
略
化
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。同

時
に
、シ
ス
テ
ム
構
築
面
な
ど
で
行

政
側
の
コ
ス
ト
意
識
の
徹
底
も
求

め
て
お
き
た
い
。

６
．今
後
の
税
制
改
革
の
あ
り
方

○
今
後
の
税
制
改
革
に
当
た
っ
て

は
、①
経
済
の
持
続
的
成
長
と
雇

用
の
創
出
②
少
子
高
齢
化
や
人
口

減
少
社
会
の
急
進
展
③
グ
ロ
ー
バ

ル
競
争
と
そ
れ
が
も
た
ら
す
所
得

格
差
な
ど
、経
済
社
会
の
大
き
な
構

造
変
化
④
国
際
間
の
経
済
取
引
の

増
大
や
多
様
化
、諸
外
国
の
租
税

政
策
等
と
の
国
際
的
整
合
性―

―

な
ど
に
ど
う
対
応
す
る
か
と
い
う

視
点
等
を
踏
ま
え
、税
制
全
体
を

抜
本
的
に
見
直
し
て
い
く
こ
と
が

重
要
な
課
題
で
あ
る
。

１
．法
人
実
効
税
率
２０
％
台
の
早
期
実
現

○
ア
ジ
ア
や
欧
州
各
国
と
の
税
率

格
差
は
依
然
と
し
て
残
っ
て
い
る

う
え
、社
会
保
険
料
を
含
め
た
企

業
負
担
は
年
々
高
ま
っ
て
お
り
、国

際
競
争
力
や
外
国
資
本
の
対
日
投

資
面
な
ど
で
懸
念
が
指
摘
さ
れ
て

い
る
。こ
う
し
た
観
点
か
ら
、法
人

の
税
負
担
は
地
方
税
を
含
め
て
軽

減
す
る
必
要
が
あ
り
、「
２０
％
台
」

は
早
期
に
実
現
す
べ
き
で
あ
る
。

○
税
率
引
き
下
げ
の
代
替
財
源
に

つ
い
て
は
、財
政
健
全
化
目
標
と

の
関
係
な
ど
も
踏
ま
え
れ
ば
、引

き
続
き
恒
久
財
源
の
確
保
を
原
則

と
す
べ
き
で
、具
体
的
財
源
は
税

制
全
般
の
改
革
の
中
で
検
討
さ
れ

る
の
が
望
ま
し
い
。

２
．中
小
企
業
の
活
性
化
に
資
す
る
税

制
措
置

○
中
小
法
人
に
適
用
さ
れ
る
軽
減

税
率
の
特
例
１５
％
を
時
限
措
置
で

は
な
く
、本
則
化
す
る
。ま
た
、昭

和
５６
年
以
来
、８
０
０
万
円
以
下

に
据
え
置
か
れ
て
い
る
軽
減
税
率

の
適
用
所
得
金
額
を
、少
な
く
と

も
１
，６
０
０
万
円
程
度
に
引
き

上
げ
る
。

○
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
に
つ

い
て
は
、対
象
設
備
を
拡
充
し
た

う
え
、「
中
古
設
備
」を
含
め
る
。

○
少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得

価
額
の
損
金
算
入
の
特
例
に
つ
い

て
は
、損
金
算
入
額
の
上
限（
合
計

３
０
０
万
円
）を
撤
廃
す
る
。

３
．事
業
承
継
税
制
の
拡
充

○
我
が
国
企
業
の
大
半
を
占
め
る

中
小
企
業
は
、地
域
経
済
の
活
性

化
や
雇
用
の
確
保
な
ど
に
大
き
く

貢
献
し
て
お
り
、経
済
社
会
を
支

え
る
基
盤
と
も
い
え
る
存
在
で
あ

る
。そ
の
中
小
企
業
が
相
続
税
の

負
担
等
に
よ
り
事
業
が
継
承
で
き

な
く
な
れ
ば
、我
が
国
経
済
社
会

の
根
幹
が
揺
ら
ぐ
こ
と
に
な
る
。

○
平
成
２７
年
１
月
か
ら
納
税
猶
予

制
度
が
改
正
さ
れ
、要
件
緩
和
や

手
続
き
の
簡
素
化
な
ど
大
幅
な
見

直
し
が
行
わ
れ
た
が
、事
業
承
継

を
円
滑
に
行
う
に
は
ま
だ
不
十
分

で
あ
り
、更
な
る
要
件
緩
和
と
充

実
、事
業
用
資
産
を
一
般
資
産
と
切

り
離
し
た
本
格
的
な
事
業
承
継
税

制
の
創
設
が
必
要
で
あ
る
。

○
地
方
分
権
の
必
要
性
は
、国・地

方
の
財
政
や
行
政
の
効
率
化
を
図

る
だ
け
で
な
く
、地
方
活
性
化
と

い
う
観
点
か
ら
も
強
調
さ
れ
て
き

た
。そ
し
て
そ
の
基
本
理
念
が
地

方
の
自
立・自
助
に
あ
る
こ
と
も
指

摘
さ
れ
て
き
た
。政
府
が
進
め
る

地
方
創
生
で
も
こ
の
基
本
理
念
を

十
分
に
認
識
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
我
が
国
の
財
政
を
健
全
化
す
る

た
め
に
は
、国
だ
け
で
な
く
地
方

の
財
政
規
律
の
確
立
も
欠
か
せ
な

い
。地
方
交
付
税
改
革
を
さ
ら
に

進
め
、地
方
行
政
に
必
要
な
安
定

財
源
の
確
保
や
行
政
改
革
に
つ
い

て
も
、自
ら
の
責
任
で
企
画
・
立
案

し
実
行
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で

あ
る
。

○
今
年
は
５
年
間
の
集
中
復
興
期

間
の
最
終
年
と
な
る
が
、被
災
地

の
復
興
、産
業
の
進
展
は
い
ま
だ
道

半
ば
で
あ
る
。今
後
の
復
興
事
業

に
当
た
っ
て
は
こ
れ
ま
で
の
効
果
を

十
分
に
検
証
し
、予
算
を
適
正
か
つ

迅
速
に
執
行
す
る
と
と
も
に
、原

発
事
故
へ
の
対
応
を
含
め
て
引
き

続
き
適
切
な
支
援
を
行
う
必
要
が

あ
る
。ま
た
、被
災
地
に
お
け
る
企

業
の
定
着
、雇
用
確
保
を
図
る
観

点
な
ど
か
ら
、実
効
性
の
あ
る
措

置
を
講
じ
る
よ
う
求
め
る
。

―
―
 

東
京
法
人
会
連
合
会 ―

―

　
提
言
の
全
文
は
「
全
法
連
ホ
ー
ム
ペ
ー

　
ジ
」
で
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。

　http://w
w
w
.zenkokuhojinkai.or.jp/

税・財
政
改
革
の
あ
り
方

Ⅰ

経
済
活
性
化
と
中
小
企
業
対
策

Ⅱ

地
方
の
あ
り
方

Ⅲ

震
災
復
興

Ⅳ

法
人
実
効
税
率
２０
％
台
の
早
期
実
現
と 

中
小
企
業
の
活
性
化
に
資
す
る

税
制
措
置
を
強
く
求
め
る
！

法
人
会
の「
平
成
2８
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
」
ま
と
ま
る
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法
人
会
の「
平
成
2８
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
」が
、9
月
１６
日
の
公
益
財
団
法
人 

全
国
法
人
会
総

連
合（
以
下「
全
法
連｣

）の
理
事
会
で
ま
と
ま
っ
た
。

同
提
言
は
、会
員
企
業
か
ら
の
要
望
意
見
、税
制
改
正
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
な
ど
を
も
と
に
取
り
ま
と
め

ら
れ
た
も
の
で
、｢

税
・
財
制
改
革
の
あ
り
方｣

「
経
済
活
性
化
と
中
小
企
業
対
策
」「
地
方
の
あ
り
方
」｢

震
災

復
興｣

な
ど
か
ら
な
っ
て
い
る
。

全
法
連
で
は
、全
国
８２
万
会
員
の
声
と
し
て
、財
務
省
、総
務
省
、中
小
企
業
庁
、自
民
党
、公
明
党
お
よ
び

国
会
議
員
な
ど
に
対
し
て
実
現
を
求
め
て
要
望
活
動
を
行
っ
て
い
る
。

さ
ら
に
、全
国
41
都
道
県
連
お
よ
び
4
4
１
単
位
会
で
も
、地
元
選
出
の
国
会
議
員
、地
方
自
治
体
の
首

長
、議
長
あ
て
広
汎
な
要
望
活
動
を
行
っ
て
い
る
。提
言（
要
約
）は
次
の
と
お
り
。

１
．財
政
健
全
化
に
向
け
て

○
財
政
健
全
化
は
歳
出
、歳
入
の一

体
的
改
革
に
よ
っ
て
進
め
る
こ
と

が
重
要
で
あ
る
。歳
入
で
は
安
易
に

税
の
自
然
増
収
を
前
提
と
す
る
こ

と
な
く
、ま
た
歳
出
は
聖
域
を
設
け

ず
具
体
的
削
減
の
方
策
と
工
程
表

を
明
示
し
着
実
に
実
行
す
べ
き
で

あ
る
。

○
消
費
税
率
１０
％
へ
の
引
き
上
げ

に
当
た
っ
て
は
、経
済
へ
の
負
荷
を

和
ら
げ
る
財
政
措
置
も
必
要
で
あ

る
が
、そ
れ
が
財
政
健
全
化
の
阻

害
要
因
と
な
ら
な
い
よ
う
十
分
注

意
す
べ
き
で
あ
る
。

○
国
債
の
信
認
が
揺
ら
い
だ
場
合
、

金
利
の
急
上
昇
な
ど
金
融
資
本
市

場
に
多
大
な
影
響
を
与
え
、成
長

を
も
左
右
す
る
と
考
え
ら
れ
る
。市

場
の
動
向
を
踏
ま
え
た
細
心
の
財

政
運
営
が
求
め
ら
れ
る
。

２
．社
会
保
障
制
度
に
対
す
る
基
本
的

考
え
方

○
持
続
可
能
な
社
会
保
障
制
度
を

構
築
す
る
に
は
、適
正
な「
負
担
」を

確
保
す
る
と
と
も
に「
給
付
」を「
重

点
化
・
効
率
化
」に
よ
っ
て
可
能
な

限
り
抑
制
す
る
こ
と
で
あ
る
。

○
社
会
保
障
の
あ
り
方
で
は「
自

助
」「
公
助
」「
共
助
」の
役
割
と
範
囲

を
改
め
て
見
直
す
こ
と
も
重
要
で

あ
る
。医
療
費・介
護
費
の
抑
制
に

つ
な
が
る
客
観
的
な
デ
ー
タ
分
析

に
基
づ
く
実
効
性
あ
る
取
り
組
み

が
求
め
ら
れ
る
。

３
．行
政
改
革
の
徹
底

○
消
費
税
率
１０
％
へ
の
引
き
上
げ

は
、２
０
１
７
年
４
月
に
確
実
に
実

施
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。こ
れ
は

財
政
健
全
化
と
社
会
保
障
の
安
定

財
源
確
保
に
と
っ
て
不
可
欠
だ
が
、

そ
の
前
提
に「
行
革
の
徹
底
」が

あ
っ
た
こ
と
を
改
め
て
想
起
す
べ
き

で
あ
る
。

○
消
費
税
引
き
上
げ
は
国
民
に
痛

み
を
求
め
る
こ
と
に
変
わ
り
は
な

く
、そ
の
理
解
を
得
る
に
は
地
方
を

含
め
た
政
府
・
議
会
が「
ま
ず
隗
よ

り
始
め
よ
」の
精
神
に
基
づ
き
自
ら

身
を
削
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
．消
費
税
引
き
上
げ
に
伴
う
対
応

措
置

○
消
費
税
率
１０
％
へ
の
引
き
上
げ

に
あ
た
っ
て
は
、行
政
改
革
の
徹
底
、

歳
出
の
見
直
し
に
本
腰
を
入
れ
る

だ
け
で
な
く
、景
気
動
向
も
十
分
注

視
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
軽
減
税
率
は
事
業
者
の
事
務
負

担
、税
制
の
簡
素
化
、税
務
執
行
コ

ス
ト
お
よ
び
税
収
確
保
な
ど
の
観

点
か
ら
問
題
が
多
く
、当
面（ 

税
率

１０
％
程
度
ま
で
は 

）は
単一税
率
が

望
ま
し
い
。ま
た
、イ
ン
ボ
イ
ス
に

つ
い
て
は
、単
一
税
率
で
あ
れ
ば
現

行
の「
請
求
書
等
保
存
方
式
」で
十

分
対
応
で
き
る
も
の
と
考
え
る
の

で
、導
入
の
必
要
は
な
い
。

○
低
所
得
者
対
策
は
現
行
の「
簡

素
な
給
付
措
置
」の
見
直
し
で
対
応

す
る
の
が
適
当
で
あ
る
。

○
現
在
施
行
さ
れ
て
い
る「
消
費
税

転
嫁
対
策
特
別
措
置
法
」の
効
果

等
を
検
証
し
、中
小
企
業
が
適
正

に
価
格
転
嫁
で
き
る
よ
う
、さ
ら
に

実
効
性
の
高
い
対
策
を
と
る
べ
き

で
あ
る
。

５
．マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
に
つ
い
て
　

○
国
は
、制
度
の
仕
組
み
な
ど
に
つ

い
て
周
知
に
努
め
、定
着
に
向
け
て

取
り
組
ん
で
い
く
必
要
が
あ
る
。

ま
た
、マ
イ
ナ
ン
バ
ー
運
用
に
当

た
っ
て
は
、個
人
情
報
の
漏
洩
、第

三
者
の
悪
用
を
防
ぐ
た
め
の
プ
ラ

イ
バ
シ
ー
保
護
が
十
分
に
担
保
さ

れ
る
措
置
を
講
じ
る
こ
と
が
重
要

で
あ
る
。

○
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
に
よ
る
国
民
の

利
便
性
を
高
め
る
た
め
に
も
、ｅ‒

Ｔ
ａ
ｘ
や
ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
を
利
用
し
た

場
合
の
申
告
納
税
手
続
き
の
簡
素

化
や
各
種
手
当
等
の
申
請
手
続
き

の
簡
略
化
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。同

時
に
、シ
ス
テ
ム
構
築
面
な
ど
で
行

政
側
の
コ
ス
ト
意
識
の
徹
底
も
求

め
て
お
き
た
い
。

６
．今
後
の
税
制
改
革
の
あ
り
方

○
今
後
の
税
制
改
革
に
当
た
っ
て

は
、①
経
済
の
持
続
的
成
長
と
雇

用
の
創
出
②
少
子
高
齢
化
や
人
口

減
少
社
会
の
急
進
展
③
グ
ロ
ー
バ

ル
競
争
と
そ
れ
が
も
た
ら
す
所
得

格
差
な
ど
、経
済
社
会
の
大
き
な
構

造
変
化
④
国
際
間
の
経
済
取
引
の

増
大
や
多
様
化
、諸
外
国
の
租
税

政
策
等
と
の
国
際
的
整
合
性―

―

な
ど
に
ど
う
対
応
す
る
か
と
い
う

視
点
等
を
踏
ま
え
、税
制
全
体
を

抜
本
的
に
見
直
し
て
い
く
こ
と
が

重
要
な
課
題
で
あ
る
。

１
．法
人
実
効
税
率
２０
％
台
の
早
期
実
現

○
ア
ジ
ア
や
欧
州
各
国
と
の
税
率

格
差
は
依
然
と
し
て
残
っ
て
い
る

う
え
、社
会
保
険
料
を
含
め
た
企

業
負
担
は
年
々
高
ま
っ
て
お
り
、国

際
競
争
力
や
外
国
資
本
の
対
日
投

資
面
な
ど
で
懸
念
が
指
摘
さ
れ
て

い
る
。こ
う
し
た
観
点
か
ら
、法
人

の
税
負
担
は
地
方
税
を
含
め
て
軽

減
す
る
必
要
が
あ
り
、「
２０
％
台
」

は
早
期
に
実
現
す
べ
き
で
あ
る
。

○
税
率
引
き
下
げ
の
代
替
財
源
に

つ
い
て
は
、財
政
健
全
化
目
標
と

の
関
係
な
ど
も
踏
ま
え
れ
ば
、引

き
続
き
恒
久
財
源
の
確
保
を
原
則

と
す
べ
き
で
、具
体
的
財
源
は
税

制
全
般
の
改
革
の
中
で
検
討
さ
れ

る
の
が
望
ま
し
い
。

２
．中
小
企
業
の
活
性
化
に
資
す
る
税

制
措
置

○
中
小
法
人
に
適
用
さ
れ
る
軽
減

税
率
の
特
例
１５
％
を
時
限
措
置
で

は
な
く
、本
則
化
す
る
。ま
た
、昭

和
５６
年
以
来
、８
０
０
万
円
以
下

に
据
え
置
か
れ
て
い
る
軽
減
税
率

の
適
用
所
得
金
額
を
、少
な
く
と

も
１
，６
０
０
万
円
程
度
に
引
き

上
げ
る
。

○
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
に
つ

い
て
は
、対
象
設
備
を
拡
充
し
た

う
え
、「
中
古
設
備
」を
含
め
る
。

○
少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得

価
額
の
損
金
算
入
の
特
例
に
つ
い

て
は
、損
金
算
入
額
の
上
限（
合
計

３
０
０
万
円
）を
撤
廃
す
る
。

３
．事
業
承
継
税
制
の
拡
充

○
我
が
国
企
業
の
大
半
を
占
め
る

中
小
企
業
は
、地
域
経
済
の
活
性

化
や
雇
用
の
確
保
な
ど
に
大
き
く

貢
献
し
て
お
り
、経
済
社
会
を
支

え
る
基
盤
と
も
い
え
る
存
在
で
あ

る
。そ
の
中
小
企
業
が
相
続
税
の

負
担
等
に
よ
り
事
業
が
継
承
で
き

な
く
な
れ
ば
、我
が
国
経
済
社
会

の
根
幹
が
揺
ら
ぐ
こ
と
に
な
る
。

○
平
成
２７
年
１
月
か
ら
納
税
猶
予

制
度
が
改
正
さ
れ
、要
件
緩
和
や

手
続
き
の
簡
素
化
な
ど
大
幅
な
見

直
し
が
行
わ
れ
た
が
、事
業
承
継

を
円
滑
に
行
う
に
は
ま
だ
不
十
分

で
あ
り
、更
な
る
要
件
緩
和
と
充

実
、事
業
用
資
産
を
一
般
資
産
と
切

り
離
し
た
本
格
的
な
事
業
承
継
税

制
の
創
設
が
必
要
で
あ
る
。

○
地
方
分
権
の
必
要
性
は
、国・地

方
の
財
政
や
行
政
の
効
率
化
を
図

る
だ
け
で
な
く
、地
方
活
性
化
と

い
う
観
点
か
ら
も
強
調
さ
れ
て
き

た
。そ
し
て
そ
の
基
本
理
念
が
地

方
の
自
立・自
助
に
あ
る
こ
と
も
指

摘
さ
れ
て
き
た
。政
府
が
進
め
る

地
方
創
生
で
も
こ
の
基
本
理
念
を

十
分
に
認
識
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
我
が
国
の
財
政
を
健
全
化
す
る

た
め
に
は
、国
だ
け
で
な
く
地
方

の
財
政
規
律
の
確
立
も
欠
か
せ
な

い
。地
方
交
付
税
改
革
を
さ
ら
に

進
め
、地
方
行
政
に
必
要
な
安
定

財
源
の
確
保
や
行
政
改
革
に
つ
い

て
も
、自
ら
の
責
任
で
企
画
・
立
案

し
実
行
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で

あ
る
。

○
今
年
は
５
年
間
の
集
中
復
興
期

間
の
最
終
年
と
な
る
が
、被
災
地

の
復
興
、産
業
の
進
展
は
い
ま
だ
道

半
ば
で
あ
る
。今
後
の
復
興
事
業

に
当
た
っ
て
は
こ
れ
ま
で
の
効
果
を

十
分
に
検
証
し
、予
算
を
適
正
か
つ

迅
速
に
執
行
す
る
と
と
も
に
、原

発
事
故
へ
の
対
応
を
含
め
て
引
き

続
き
適
切
な
支
援
を
行
う
必
要
が

あ
る
。ま
た
、被
災
地
に
お
け
る
企

業
の
定
着
、雇
用
確
保
を
図
る
観

点
な
ど
か
ら
、実
効
性
の
あ
る
措

置
を
講
じ
る
よ
う
求
め
る
。

―
―
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。

　http://w
w
w
.zenkokuhojinkai.or.jp/

税・財
政
改
革
の
あ
り
方

Ⅰ

経
済
活
性
化
と
中
小
企
業
対
策

Ⅱ

地
方
の
あ
り
方

Ⅲ

震
災
復
興

Ⅳ

法
人
実
効
税
率
２０
％
台
の
早
期
実
現
と 

中
小
企
業
の
活
性
化
に
資
す
る

税
制
措
置
を
強
く
求
め
る
！

法
人
会
の「
平
成
2８
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
」
ま
と
ま
る

法
人
会
の「
平
成
2８
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
」が
、9
月
１６
日
の
公
益
財
団
法
人 

全
国
法
人
会
総

連
合（
以
下「
全
法
連｣

）の
理
事
会
で
ま
と
ま
っ
た
。

同
提
言
は
、会
員
企
業
か
ら
の
要
望
意
見
、税
制
改
正
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
な
ど
を
も
と
に
取
り
ま
と
め

ら
れ
た
も
の
で
、｢

税
・
財
制
改
革
の
あ
り
方｣

「
経
済
活
性
化
と
中
小
企
業
対
策
」「
地
方
の
あ
り
方
」｢

震
災

復
興｣

な
ど
か
ら
な
っ
て
い
る
。

全
法
連
で
は
、全
国
８２
万
会
員
の
声
と
し
て
、財
務
省
、総
務
省
、中
小
企
業
庁
、自
民
党
、公
明
党
お
よ
び

国
会
議
員
な
ど
に
対
し
て
実
現
を
求
め
て
要
望
活
動
を
行
っ
て
い
る
。

さ
ら
に
、全
国
41
都
道
県
連
お
よ
び
4
4
１
単
位
会
で
も
、地
元
選
出
の
国
会
議
員
、地
方
自
治
体
の
首

長
、議
長
あ
て
広
汎
な
要
望
活
動
を
行
っ
て
い
る
。提
言（
要
約
）は
次
の
と
お
り
。

１
．財
政
健
全
化
に
向
け
て

○
財
政
健
全
化
は
歳
出
、歳
入
の一

体
的
改
革
に
よ
っ
て
進
め
る
こ
と

が
重
要
で
あ
る
。歳
入
で
は
安
易
に

税
の
自
然
増
収
を
前
提
と
す
る
こ

と
な
く
、ま
た
歳
出
は
聖
域
を
設
け

ず
具
体
的
削
減
の
方
策
と
工
程
表

を
明
示
し
着
実
に
実
行
す
べ
き
で

あ
る
。

○
消
費
税
率
１０
％
へ
の
引
き
上
げ

に
当
た
っ
て
は
、経
済
へ
の
負
荷
を

和
ら
げ
る
財
政
措
置
も
必
要
で
あ

る
が
、そ
れ
が
財
政
健
全
化
の
阻

害
要
因
と
な
ら
な
い
よ
う
十
分
注

意
す
べ
き
で
あ
る
。

○
国
債
の
信
認
が
揺
ら
い
だ
場
合
、

金
利
の
急
上
昇
な
ど
金
融
資
本
市

場
に
多
大
な
影
響
を
与
え
、成
長

を
も
左
右
す
る
と
考
え
ら
れ
る
。市

場
の
動
向
を
踏
ま
え
た
細
心
の
財

政
運
営
が
求
め
ら
れ
る
。

２
．社
会
保
障
制
度
に
対
す
る
基
本
的

考
え
方

○
持
続
可
能
な
社
会
保
障
制
度
を

構
築
す
る
に
は
、適
正
な「
負
担
」を

確
保
す
る
と
と
も
に「
給
付
」を「
重

点
化
・
効
率
化
」に
よ
っ
て
可
能
な

限
り
抑
制
す
る
こ
と
で
あ
る
。

○
社
会
保
障
の
あ
り
方
で
は「
自

助
」「
公
助
」「
共
助
」の
役
割
と
範
囲

を
改
め
て
見
直
す
こ
と
も
重
要
で

あ
る
。医
療
費・介
護
費
の
抑
制
に

つ
な
が
る
客
観
的
な
デ
ー
タ
分
析

に
基
づ
く
実
効
性
あ
る
取
り
組
み

が
求
め
ら
れ
る
。

３
．行
政
改
革
の
徹
底

○
消
費
税
率
１０
％
へ
の
引
き
上
げ

は
、２
０
１
７
年
４
月
に
確
実
に
実

施
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。こ
れ
は

財
政
健
全
化
と
社
会
保
障
の
安
定

財
源
確
保
に
と
っ
て
不
可
欠
だ
が
、

そ
の
前
提
に「
行
革
の
徹
底
」が

あ
っ
た
こ
と
を
改
め
て
想
起
す
べ
き

で
あ
る
。

○
消
費
税
引
き
上
げ
は
国
民
に
痛

み
を
求
め
る
こ
と
に
変
わ
り
は
な

く
、そ
の
理
解
を
得
る
に
は
地
方
を

含
め
た
政
府
・
議
会
が「
ま
ず
隗
よ

り
始
め
よ
」の
精
神
に
基
づ
き
自
ら

身
を
削
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
．消
費
税
引
き
上
げ
に
伴
う
対
応

措
置

○
消
費
税
率
１０
％
へ
の
引
き
上
げ

に
あ
た
っ
て
は
、行
政
改
革
の
徹
底
、

歳
出
の
見
直
し
に
本
腰
を
入
れ
る

だ
け
で
な
く
、景
気
動
向
も
十
分
注

視
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
軽
減
税
率
は
事
業
者
の
事
務
負

担
、税
制
の
簡
素
化
、税
務
執
行
コ

ス
ト
お
よ
び
税
収
確
保
な
ど
の
観

点
か
ら
問
題
が
多
く
、当
面（ 

税
率

１０
％
程
度
ま
で
は 

）は
単一税
率
が

望
ま
し
い
。ま
た
、イ
ン
ボ
イ
ス
に

つ
い
て
は
、単
一
税
率
で
あ
れ
ば
現

行
の「
請
求
書
等
保
存
方
式
」で
十

分
対
応
で
き
る
も
の
と
考
え
る
の

で
、導
入
の
必
要
は
な
い
。

○
低
所
得
者
対
策
は
現
行
の「
簡

素
な
給
付
措
置
」の
見
直
し
で
対
応

す
る
の
が
適
当
で
あ
る
。

○
現
在
施
行
さ
れ
て
い
る「
消
費
税

転
嫁
対
策
特
別
措
置
法
」の
効
果

等
を
検
証
し
、中
小
企
業
が
適
正

に
価
格
転
嫁
で
き
る
よ
う
、さ
ら
に

実
効
性
の
高
い
対
策
を
と
る
べ
き

で
あ
る
。

５
．マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
に
つ
い
て
　

○
国
は
、制
度
の
仕
組
み
な
ど
に
つ

い
て
周
知
に
努
め
、定
着
に
向
け
て

取
り
組
ん
で
い
く
必
要
が
あ
る
。

ま
た
、マ
イ
ナ
ン
バ
ー
運
用
に
当

た
っ
て
は
、個
人
情
報
の
漏
洩
、第

三
者
の
悪
用
を
防
ぐ
た
め
の
プ
ラ

イ
バ
シ
ー
保
護
が
十
分
に
担
保
さ

れ
る
措
置
を
講
じ
る
こ
と
が
重
要

で
あ
る
。

○
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
に
よ
る
国
民
の

利
便
性
を
高
め
る
た
め
に
も
、ｅ‒

Ｔ
ａ
ｘ
や
ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
を
利
用
し
た

場
合
の
申
告
納
税
手
続
き
の
簡
素

化
や
各
種
手
当
等
の
申
請
手
続
き

の
簡
略
化
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。同

時
に
、シ
ス
テ
ム
構
築
面
な
ど
で
行

政
側
の
コ
ス
ト
意
識
の
徹
底
も
求

め
て
お
き
た
い
。

６
．今
後
の
税
制
改
革
の
あ
り
方

○
今
後
の
税
制
改
革
に
当
た
っ
て

は
、①
経
済
の
持
続
的
成
長
と
雇

用
の
創
出
②
少
子
高
齢
化
や
人
口

減
少
社
会
の
急
進
展
③
グ
ロ
ー
バ

ル
競
争
と
そ
れ
が
も
た
ら
す
所
得

格
差
な
ど
、経
済
社
会
の
大
き
な
構

造
変
化
④
国
際
間
の
経
済
取
引
の

増
大
や
多
様
化
、諸
外
国
の
租
税

政
策
等
と
の
国
際
的
整
合
性―

―

な
ど
に
ど
う
対
応
す
る
か
と
い
う

視
点
等
を
踏
ま
え
、税
制
全
体
を

抜
本
的
に
見
直
し
て
い
く
こ
と
が

重
要
な
課
題
で
あ
る
。

１
．法
人
実
効
税
率
２０
％
台
の
早
期
実
現

○
ア
ジ
ア
や
欧
州
各
国
と
の
税
率

格
差
は
依
然
と
し
て
残
っ
て
い
る

う
え
、社
会
保
険
料
を
含
め
た
企

業
負
担
は
年
々
高
ま
っ
て
お
り
、国

際
競
争
力
や
外
国
資
本
の
対
日
投

資
面
な
ど
で
懸
念
が
指
摘
さ
れ
て

い
る
。こ
う
し
た
観
点
か
ら
、法
人

の
税
負
担
は
地
方
税
を
含
め
て
軽

減
す
る
必
要
が
あ
り
、「
２０
％
台
」

は
早
期
に
実
現
す
べ
き
で
あ
る
。

○
税
率
引
き
下
げ
の
代
替
財
源
に

つ
い
て
は
、財
政
健
全
化
目
標
と

の
関
係
な
ど
も
踏
ま
え
れ
ば
、引

き
続
き
恒
久
財
源
の
確
保
を
原
則

と
す
べ
き
で
、具
体
的
財
源
は
税

制
全
般
の
改
革
の
中
で
検
討
さ
れ

る
の
が
望
ま
し
い
。

２
．中
小
企
業
の
活
性
化
に
資
す
る
税

制
措
置

○
中
小
法
人
に
適
用
さ
れ
る
軽
減

税
率
の
特
例
１５
％
を
時
限
措
置
で

は
な
く
、本
則
化
す
る
。ま
た
、昭

和
５６
年
以
来
、８
０
０
万
円
以
下

に
据
え
置
か
れ
て
い
る
軽
減
税
率

の
適
用
所
得
金
額
を
、少
な
く
と

も
１
，６
０
０
万
円
程
度
に
引
き

上
げ
る
。

○
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
に
つ

い
て
は
、対
象
設
備
を
拡
充
し
た

う
え
、「
中
古
設
備
」を
含
め
る
。

○
少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得

価
額
の
損
金
算
入
の
特
例
に
つ
い

て
は
、損
金
算
入
額
の
上
限（
合
計

３
０
０
万
円
）を
撤
廃
す
る
。

３
．事
業
承
継
税
制
の
拡
充

○
我
が
国
企
業
の
大
半
を
占
め
る

中
小
企
業
は
、地
域
経
済
の
活
性

化
や
雇
用
の
確
保
な
ど
に
大
き
く

貢
献
し
て
お
り
、経
済
社
会
を
支

え
る
基
盤
と
も
い
え
る
存
在
で
あ

る
。そ
の
中
小
企
業
が
相
続
税
の

負
担
等
に
よ
り
事
業
が
継
承
で
き

な
く
な
れ
ば
、我
が
国
経
済
社
会

の
根
幹
が
揺
ら
ぐ
こ
と
に
な
る
。

○
平
成
２７
年
１
月
か
ら
納
税
猶
予

制
度
が
改
正
さ
れ
、要
件
緩
和
や

手
続
き
の
簡
素
化
な
ど
大
幅
な
見

直
し
が
行
わ
れ
た
が
、事
業
承
継

を
円
滑
に
行
う
に
は
ま
だ
不
十
分

で
あ
り
、更
な
る
要
件
緩
和
と
充

実
、事
業
用
資
産
を
一
般
資
産
と
切

り
離
し
た
本
格
的
な
事
業
承
継
税

制
の
創
設
が
必
要
で
あ
る
。

○
地
方
分
権
の
必
要
性
は
、国・地

方
の
財
政
や
行
政
の
効
率
化
を
図

る
だ
け
で
な
く
、地
方
活
性
化
と

い
う
観
点
か
ら
も
強
調
さ
れ
て
き

た
。そ
し
て
そ
の
基
本
理
念
が
地

方
の
自
立・自
助
に
あ
る
こ
と
も
指

摘
さ
れ
て
き
た
。政
府
が
進
め
る

地
方
創
生
で
も
こ
の
基
本
理
念
を

十
分
に
認
識
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
我
が
国
の
財
政
を
健
全
化
す
る

た
め
に
は
、国
だ
け
で
な
く
地
方

の
財
政
規
律
の
確
立
も
欠
か
せ
な

い
。地
方
交
付
税
改
革
を
さ
ら
に

進
め
、地
方
行
政
に
必
要
な
安
定

財
源
の
確
保
や
行
政
改
革
に
つ
い

て
も
、自
ら
の
責
任
で
企
画
・
立
案

し
実
行
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で

あ
る
。

○
今
年
は
５
年
間
の
集
中
復
興
期

間
の
最
終
年
と
な
る
が
、被
災
地

の
復
興
、産
業
の
進
展
は
い
ま
だ
道

半
ば
で
あ
る
。今
後
の
復
興
事
業

に
当
た
っ
て
は
こ
れ
ま
で
の
効
果
を

十
分
に
検
証
し
、予
算
を
適
正
か
つ

迅
速
に
執
行
す
る
と
と
も
に
、原

発
事
故
へ
の
対
応
を
含
め
て
引
き

続
き
適
切
な
支
援
を
行
う
必
要
が

あ
る
。ま
た
、被
災
地
に
お
け
る
企

業
の
定
着
、雇
用
確
保
を
図
る
観

点
な
ど
か
ら
、実
効
性
の
あ
る
措

置
を
講
じ
る
よ
う
求
め
る
。

―
―
 

東
京
法
人
会
連
合
会 ―

―

　
提
言
の
全
文
は
「
全
法
連
ホ
ー
ム
ペ
ー

　
ジ
」
で
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。

　http://w
w
w
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Ⅲ

震
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復
興

Ⅳ

法
人
実
効
税
率
２０
％
台
の
早
期
実
現
と 

中
小
企
業
の
活
性
化
に
資
す
る

税
制
措
置
を
強
く
求
め
る
！

法
人
会
の「
平
成
2８
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
」
ま
と
ま
る
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  申込みは 法人会事務局まで
　FAX 03-3707-4992informationinformation

会員参加限定です

どなたでも参加できます

【入場無料】第1・2・3支部　「地域税務研修会」のお知らせ
開催日時：　平成28年2月17日（水）午後6時から7時45分まで
開催場所：　野村證券自由が丘支店　地下会議室（東京都目黒区自由が丘2-10-9）
参 加 費：　無料　また参加者には軽食をご用意致します。
定　　員：　80名（先着順）
申込締切：　2月10日㈬までにFAXにて事務局へ：3707-4992
　　　　第１部：　税務　研修会　午後6時より6時30分　
　　　　　題目：　平成28年税制改正のあらまし　
　　　　第２部：　一般　研修会　午後6時30分より7時30分
　　　　　題目：　「知っておきたいお葬式のマナー」

【入場無料】第11支部　「支部話し方研修会のご案内」
開催日時：　平成28年2月18日（木）18:00より20:00まで
  （簡単な軽食を用意いたします）
開催場所：　丸山工務店　3階（世田谷区桜新町2-14-12）
議　　題：　第6回話し方研修会（全7回）
参 加 費：　無料　
研修内容：　3分間スピーチ
申込締切：　2月16日㈫までにＦＡＸにて事務局へ：3707-4992

【参加費：3,000円】第6支部　「新年会のご案内」
開催日時：　平成28年2月10日（水）午後６時30分から20時30分まで
開催場所：　ヴェルデスパ（玉川高島屋Ｓ・C南館６F　TEL03-3709-2222）
参 加 費：　3,000円（新入会員は無料です）
定　　員：　80名（先着順）
申込締切：　2月8日㈪までにFAXにて事務局へ：3707-4992
　　　　第１部：　税務　研修会　午後6時より6時30分　
　　　　　題目：　平成28年税制改正のあらまし　
　　　　第２部：　一般　研修会　午後6時30分より7時30分

検 索玉川法人会http://www.tamagawa.or.jp
玉川法人会ではこの他にも各種事業を行っておりますのでホームページを是非ご覧ください
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第８支部

会 社 名：日清管財株式会社

代 表 者：杉田　浩一（スギタ　コウイチ）

会社住所：世田谷区上馬4-25-5

電　　話：03-3410-5141

Ｆ Ａ Ｘ：03-3410-5147

Ｅ- m a i l：info@nissei-kanzai.co.jp

ホームページ：http://www.nissei-kanzai.co.jp

業務内容：新築物件のオプション販売・リフォーム

新入会員のご紹介

●よき経営者をめざすものの団体それが法人会です。

正しい税知識を身につけたい。もっと積極的な経営
をめざしたい。社会のお役に立ちたい。
そんな経営者の皆さんを支援する組織、 
それが法人会です。 

法人会は現在、全国に105万社、東京都内に49の単
位会、19万社の会員企業を擁する団体として大き
く発展しています。

税のオピニオンリーダーとしての貢献はもとより、
会員の研さんを支援する各種の研修会、また地域振
興やボランティアなど地域に密着した活動を積極的
に行っています。

●法人会は企業の間から自主的に誕生した団体です。

1947年（昭和22年）4月、わが国の税制はそれま
での賦課課税制度から申告納税制度へと移行し、法
人税も新しい制度へ生まれ変わりました。
しかし当時の社会経済状況は極めて悪く、経営者が
難解な税法を理解して自主的に税金を申告できるか
どうか、危ぶまれていました。
このため、納税者が自ら申告納税するには、納税者
自身が団体を結成し、その活動を通じて帳簿の整
備、税知識の普及などを図る必要性が生じてきまし
た。
法人会は、このようにして企業の間から自発的に生
まれてきた団体です。

法人会とは…
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平成 28年１月 

 

玉川法人会会員の皆様へ 

 

 

玉川税務署 

 

 

御社の皆様への確定申告に関する情報提供のお願い 

～国税庁ホームページで申告書が作成できます～ 

 

 

税務行政につきましては、日頃から御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、所得税及び復興特別所得税の確定申告の季節となり、各税務署において還付申告書の  

受付が始まっています。 

そこで、御社の社員の皆様に国税庁ホームページの「確定申告特集ページ」（平成 28 年１月  

４日（月）から３月 31日（木）まで開設予定）を御案内いたします。 

この特集ページでは、確定申告に関する各種の情報を入手することができるほか、申告書の  

作成にとても便利な「確定申告書等作成コーナー」を御利用いただけます。 

つきましては、「あなたの確定申告をサポートします～国税庁から給与所得者の皆様への   

お知らせ～」を特集ページ内の「源泉徴収義務者の方」に掲載していますので、次ページを    

参照の上、ファイルをダウンロードし、社員の皆様に配付又は回覧などにより情報提供して   

いただければ幸いです。 

また、社員の皆様への情報提供は、平成 27年分の所得税及び復興特別所得税の確定申告期間の

末日である平成 28年３月 15日（火）には終了していただくよう重ねてお願いいたします。 

※「確定申告特集ページ」へは、国税庁ホームページ(www.nta.go.jp)からアクセスできます。 

 

 

【問合せ先】 

 東京国税局 国税広報広聴室 広報係 

  ℡ 03(3542)2111 内線 2074、2076 
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ダウンロードの手順 

 

① 国税庁ホームページのトップペー

ジにある「確定申告特集」のバナーを 

クリックし、「確定申告特集」ページ

へ移動する。 

 

 

 

 

 

② 「確定申告特集」ページ内の「源泉

徴収義務者の方」をクリックする。 

 

 

 

 

 

③ ７種類のファイルの中から、いずれ

かのファイルをダウンロードする。 

※ダウンロードファイルのイメージ 

 

 ファイルは、国税庁ホームページへのリンク設定の有無等により、以下の７種類を提供しています。 

 

 
ファイル形式 ＨＴＭＬ 

Microsoft○Ｒ 

Ｗｏｒｄ 
ＰＤＦ テキスト 

リンク 

設 定 

有 ○ ○ ○ ○ 

無  ○ ○ ○ 

※「Microsoft○ＲWord」は、米国 Microsoft Corporationの、米国及びその他の国における登録商標又は商標です。 
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ホームページ

納税も、e-Taxで！！　ダイレクト納付が便利です。

28年２月分の源泉所得税の納付期限

27年12月決算法人の確定申告期限・納付期限

28年６月決算法人の中間申告（予定申告）期限・納付期限

消費税の中間申告期限・納付期限

28年 ３月010日（木）

28年 ２月029日（月）

28年 ２月029日（月）

28年 ２月029日（月）

28年3月決算法人の第3四半期分、28年6月決算法人の半期分・第2四半期分、28年9月決算法人の第1四半期分

消費税の、
期限内納付を

お願いいたします。

消費税の、
期限内納付を

お願いいたします。

消費税の、
期限内納付を

お願いいたします。

法人会事務局よりお願い
代表者名、所在地、電話番号等の変更がありましたら法人会事務局までお知らせ下さい
事務局　TEL 03-3707-8668  FAX 03-3707-4992  E-mail：tamagawa@blue.ocn.ne.jp

「玉川法人会バナー」ができましたので、貴社でもぜひ
ご活用下さい。ホームページには、様々なサイズのバナー
をご用意しております。

http://www.tamagawa.or.jp/jyoho/banner.html

同封 。）
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